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　取締役会長�

　皆さまには、日頃より東邦銀行をご利用、お引き立ていただきまして、誠にありがとうございます。�
　このたび定時株主総会後の取締役会におきまして、取締役会長に瀬谷俊雄、取締役頭取に北村清士がそ
れぞれ選任され、就任いたしました。今後とも何卒倍旧のご指導ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。�
�
　さて、わが国経済は、企業部門の業績が高水準で推移し、設備投資が引き続き増加する中、雇用者所得は
緩やかな増加を続け、個人消費についても底堅く推移するなど、総じて緩やかな拡大基調にありますが、当
行が主たる営業基盤としている福島県内の経済につきましても、回復スピードに業種間・地域間格差を感じ
るものの、県内への企業立地の活発化などにより生産活動や雇用情勢面の改善が進むなど、着実な回復へ
と向かっております。�
　一方、日本銀行による2度にわたる政策金利の引き上げ、郵政を含めた公的金融民営化の動き、金融商品
取引法の制定等、経営を取り巻く環境は大きく変化しており、法令等遵守やお客さま保護に向けた態勢整備
などの経営管理（ガバナンス）態勢の強化や、CSR（企業の社会的責任）への取組み等、企業市民としての
金融機関に求められる課題は、これまで以上に広範・多岐に及んでおります。�
　こうした中で、当行は平成18年4月より「地域における存在感、企業価値」の向上をメインテーマに掲げ
た中期経営計画「ＴＯＨＯ躍進プラン 2006」をスタートさせ、お客さま・地域からの信頼にお応えし、市場・
株主の皆さまからも高く評価される金融グループを目指し、常にお客さまの目線に立ちながら、目標達成に
向けた取組みを積極的に展開しております。�
　東邦銀行は、より質の高い金融サービスの提供を通して、地域のお客さまの利便性の向上に努めますとと
もに、皆さまとともに歩む地域のリーディングバンクとして、地域社会の持続的発展に貢献してまいります。�
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19年3月期当行はさらに収益性を高めるとともに、
十分な健全性を確保し、皆さまから高い信頼を得ています。

銀行経営の健全性を測る上で重要な指標
となっている自己資本比率（単体）は
10.52％となり、国内基準の4％を大き
く上回っています。�
また、Tier1比率（コアの自己資本比率）
は8.62％となっております。�

自己資本比率（単体）

当行の格付け

銀行の健全性をあらわす自己資本比率は10.52％となり、
国内基準の4％を大きく
上回っています。

投資適格水準との評価を得ています。

●自己資本比率
自己資本比率は銀行の信用度、健全性を示す重要な指標です。海外で業務
を営む銀行は8％以上（国際統一基準）、当行のように国内のみで業務を営
む銀行は4％以上（国内基準）を維持することが義務づけられています。�

●Tier1比率
自己資本比率における自己資本は、資本金、資本剰余金、利益剰余金の基本的項
目（Tier1）と、一般貸倒引当金等の補完的項目（Tier2）とに区分されます。
Tier1比率は、補完的項目（Tier2）を除くコアの自己資本比率と言えます。�

経営の健全性と安定性に関しては客観的な評価が大切です。
「格付け」は、利害関係のない第三者である格付機関が企
業の信用度や債務履行能力等を簡潔な記号で表したもの
です。最近では、企業の安全性を客観的に評価した指標と
して、広く知られるようになっております。�
当行は、日本格付研究所から「A」の長期優先債務格付けを、
またスタンダード＆プアーズ社より「A－」の長期発行体格
付けを取得しており、いずれも投資適格水準となる評価を
得ております。�

61億円 10.52% 30,651億円
当期純利益 自己資本比率 総預金を加えた総預かり資産

前期比

6億円
増加

前期比

0.09ポイント
低下

18年3月末比

1,593億円
増加

D

AAA、AA

BBB

BB、B、CCC、CC、C
投機的・不安定�

投資適格・安全�

債務不履行�

A

当行の格付け
（平成19年5月末現在）�

日本格付研究所
A

スタンダード＆プアーズ
  A－�

10

5

Tier1比率�

0
（％）� 平成18年3月期� 平成19年3月期�平成17年3月期�

（単位：％）�

10.27

8.35

10.61

8.61

●自己資本比率（単体）の推移

国内基準�

4％

10.52

8.62

決算ハイライト
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東邦銀行の考え

［地域金融機関としての役割・使命］�

東邦銀行の企業理念 ……………………………………………………………………………………………………………●�

地域を見つめ、
地域とともに 

お客さまの
満足のために

新しい感覚と
柔軟な発想を
もって

私たちは、進取・積極の精
神と健全な姿勢を基本とし、
心が通いあう活きた組織を
もってお客さまの満足のた
めに汗を流します。�

社会的使命 経営姿勢 行動規範

私たちは、地域を見つめ、
地域とともに歩み、総合的
な金融サービスをもって「ふ
くしま」の発展とお客さま
の豊かなくらしづくりの
ために力を尽します。�

私たちは、ふるさと「ふくしま」
を愛し、新しい感覚と柔軟な
発想をもって自分を磨き、
お客さまの信頼に応え
ることを喜びとします。�

　「地域を見つめ、地域とともに歩み、総合的な金融サービスをもって“ふくしま”の

発展とお客さまの豊かな暮らしづくりのために力を尽します。」�

　これは私どもが掲げている企業理念の一つ「社会的使命」であり、地域のお客

さまとのリレーションシップ（信頼関係）を築き幅広い金融ニーズにお応えすること

こそが、福島県のリーディングバンクとしての役割であり使命であると考えています。�

　お客さまの視点に立ち、最適かつ有益な情報をご提供する、さらには付加価値の

高い金融サービスをご提供する。これらのことを通じて、東邦銀行は地域活性化、そ

して地域経済の発展に貢献してまいります。�

　当行では、平成3年11月の創立50周年時に掲げた以下の企業理念に基づいた経営を心がけております。�

　当行役職員一人ひとりがこの企業理念に沿って行動することを通じて、お客さま・地域からの信頼に応

え、また、市場・株主の皆さまからも高く評価される「２１世紀のベスト・リージョナルバンク（最も優れた

地域金融機関）」を目指してまいります。�
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東邦銀行の計画

〈メインテーマ〉

「地域における存在感」・「企業価値」の向上に向けて
～150週の挑戦～

21世紀のベスト・リージョナルバンク
お客さま・地域からの信頼に応え、市場・株主の皆さまからも高く評価される金融グループ

●県内貸出金シェア……… 40％目指す
●個人ローン残高………… 6,000億円
●投資商品残高…………… 6,000億円

●当期純利益…………………… 75億円
●コア実質業務純益………… 170億円
●ROE………………………… 6％程度
●自己資本比率……………… 11％程度

目指すべき銀行像（長期ビジョン）

名称：TOHO 躍進プラン 2006

計数的な計画（最終年度）

重点プラン

経営指標（最終年度目標）

株主の皆さま お客さま 地　域 市　場

【計画期間：平成18年4月1日～平成21年3月31日】

○マーケット別営業力強化戦略�

○チャネル・商品・　　
　手数料強化戦略�

○マーケット運用強化戦略�

○CS重視の事務処理体制
　推進戦略�

○関連グループ連携強化戦略�

※トップライン
強化プラン

○経営支援・事業再生�
　推進戦略�

○利用者の利便性向上戦略�

○地域密着型金融推進戦略�

地域活力
サポートプラン

○活力ある企業風土確立�
　戦略�

○営業店自主性発揮戦略�

働きがい倍増
プラン

○法令等遵守態勢の充実・強化�

○説明態勢、苦情・相談処理
　機能等の充実・強化�

○リスク管理態勢の充実・強化�

○内部統制システムの強化�

○配当戦略の見直し�

※ガバナンス
強化プラン

　当行は平成18年4月より計画期間を3年間とする新たな中期経営計画「TOHO躍進プラン2006」

をスタートさせました。�

　当行の“存在感”すなわち企業価値の向上に向け4つの重点プランを設置し、常に「お客さまの目線」

を忘れることなく、全役職員が一丸となって本中期経営計画の実行に取組み、“21世紀のベスト・リージ

ョナルバンク”を目指してまいります。�

中期経営計画 ……………………………………………………………………………………………………………………………●�

中期経営計画の体系図 ………………………………………………………………………………………………………●�

�

中期経営計画

※トップライン強化…お客さまとの関わりを持つ営業の第一線の強化等を通し、資金利益や役務取引等利益等、業務粗利益の拡大を目指すこと。�
※ガバナンス…企業統治。企業経営をどのように管理していくかということ。�



5

東邦銀行の計画�

地域密着型金融推進計画（平成17年4月～平成19年3月）�

�
「事業再生・中小企業金融の円滑化」への取組み�

○事業再生に関しては、計画期間中に13先の事業再生に目途をつけることができた

ほか、従業員約3，000名の雇用を維持するなど地域経済への貢献という点において

大きな成果を得ました。�

○中小企業金融の円滑化としては、スコアリング商品の拡充、動産担保融資・知的財産

権担保融資などの多様な取組みによる担保・保証に過度に依存しない融資の推進を

積極的に実施しました。�
�
「経営力の強化」への取組み�

○「情報管理委員会の設置」「オペレーショナルリスク管理委員会の設置」などの態勢

整備、「新ＢＩＳ規制への対応」「日本版ＳＯＸへの対応」等の諸施策の実施により、法

令等遵守・リスク管理・内部統制等に関しては、計画に沿った態勢の確保が図られま

した。�
�
「地域の利用者の利便性向上」への取組み�

○ＣＳ向上の取組みとして、「待ち時間短縮運動」「店舗環境別ＣＳ向上運動」の展開、

お客さまの意見や要望を吸収する「ＣＳ情報カード」の新設とその情報活用による各

種改善策の実施など、着実に成果をあげることができました。�

　当行は、金融庁より公表された「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム」

に基づき「地域密着型金融推進計画」を策定し、「事業再生・中小企業金融の円滑化」「経営力の強化」

「地域の利用者の利便性向上」を3つの柱に、従来以上に地域の特性やお客さまのニーズに配慮した

取組みを進めてまいりました。�

　金融機関が、長期的な取引関係により得られた情報を活用し、対面交渉を含む質
の高いコミュニケーションを通じて融資先企業の経営状態等を的確に把握し、これ
により中小企業等への金融仲介機能を強化するとともに、金融機関自身の収益向上
を図ることで、地域金融機関の営業形態そのものが「地域密着型金融」（リレーショ
ンシップバンキング）であるということができます。�

「推進計画」の進捗状況（平成17年4月～平成19年3月）�

1

2

3

地域密着型�
金融とは？�
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損益の状況�

不良債権処理額の減少などにより、�
経常利益・当期純利益ともに増益となりました。�

平成19年3月期の決算はどうでしたか？�

　当期も貸出金の増強に鋭意取組んだほか、公共債・投資信託等の預かり資産の積極的な推進による

役務取引等収益の増強に努め、経費の削減にも注力しました。さらに、経営改善・事業再生支援への

積極的な取組みを通じ、資産の健全化、不良債権の発生防止に努めました。�

　その結果、不良債権処理額が前期比減少したことなどから、経常利益、当期純利益ともに増益となり

ました。�
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■コア実質業務純益� ■経常利益� ■当期純利益�■業務純益�

業務純益・�
コア実質業務純益�

業務純益は、銀行本来の業務（資金の運用・調達、サービスの提供等）
でどれだけ利益をあげたかを表す銀行固有の指標で一般企業の営
業利益に相当します。�

コア実質業務純益は、業務純益から一般貸倒引当金繰入額と債券関
係損益の影響額を除いた利益です。�
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■総預金・預かり資産
　取引基盤の拡充に積極的に取組むとともに、お客さまの多様化する資金運用ニーズにお応えし、
預金および預かり資産全体での増強を図りました。その結果、譲渡性預金を含めた総預金は、前期末
比908億円増加し2兆6，665億円となりました。�
　また、公共債・投資信託・個人年金保険を対象とした預かり資産残高は、前期末比685億円増加し
3，986億円となり、総預金を加えた預かり資産全体では前期末比1,593億円増加し3兆651億円
となりました。�
■貸出金�
　地域金融機関として地元企業を中心とした事業性貸出および住宅ローンを中心とした個人のお取
引先向け融資の増強などに注力しましたが、公共貸出が減少したことなどから、貸出金は前期末比
302億円減少し1兆8,541億円となりました。�

総預金は2兆6,665億円、
貸出金は1兆8,541億円となりました。

総預金と貸出金の状況はどうでしたか？

総預金と貸出金の状況

1兆�
7,914億円�

正常債権

25,000�
（2.5兆円）�

■総預金・個人預金残高の推移（譲渡性預金含む）� ■貸出金・個人ローン残高の推移

■預かり資産（公共債・投資信託・個人年金保険）�

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成19年�
3月末�

平成17年�
3月末�

平成18年�
3月末�

0

5,000

15,000

20,000�
（2兆円）�

平成19年�
3月末�

平成18年�
3月末�

平成17年�
3月末�

個人預金残高� 総預金残高� 個人ローン残高�

0

1,000

平成19年�
3月末�

平成18年�
3月末�

平成17年�
3月末�

個人年金保険残高�公共債保護預かり残高�投資信託残高�
（単位：億円）�

（単位：億円）� （単位：億円）�

25,963 25,756

17,474

3,000

4,000

2,000

4,914
5,179

17,706

18,844

2,507

1,830

528

148

223
3,301

811

2,266

265
3,986

1,185

2,535

貸出金残高�

5,353

18,541

17,622

26,665

18,135
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　金融再生法に基づく資産査定の結果、貸出金・支払承諾見返等の総与信のうち正常債権以外の債権

は前期末比200億円減少し822億円（注）となっています。これらの債権については、担保等により保

全を図るとともに、必要な部分については貸倒引当金により十分な引当を行い健全性の確保に努めて

います。�

（注）なお、当行では部分直接償却を実施していませんが、実施した場合は696億円となります。�

金融再生法（正式名称「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」）
に基づく基準により、貸出金等の分類を公表しています。対象債権は私募債、
貸出金、外国為替、未収利息、仮払金、支払承諾見返及び使用貸借又は賃貸
借契約により貸し付けた有価証券です。�

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の担保・保証付債権について、債
権額から担保の評価額および保証等により回収が可能と認められる額を
差し引いた残額を、貸倒償却として債権額から直接減額することです。�

不良債権の状況

金融再生法
開示債権

部分直接償却

（単位：億円、%）�

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 246

407

168

822

246

318

81

646

87

177

50

315

159

140

31

330

100.0

77.9

48.6

78.5

債権額�
（A）�

保全額�
（B）� 担保・保証等� 貸倒引当金�

保全率�
（B／A）�

危 険 債 権

要管理債権

合　　　計

■金融再生法開示債権の保全状況

破産、会社更生、再生手続等の事由により、経営破綻に陥っ
ているお取引先に対する債権およびこれらに準ずる債権の
ことです。�

お取引先が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態お
よび経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収およ
び利息の受取りができない可能性の高い債権のことです。�

3カ月以上延滞している債権および貸出条件を緩和した債
権のことです。�

1兆�
7,914億円�

正常債権正常債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権  246億円�

危険債権  407億円�

要管理債権  168億円�

■不良債権比率の推移

3

6

（単位：％）�

平成19年�
3月末�

平成18年�
3月末�

平成17年�
3月末�

6.73

5.37

4.39

5.01

3.97
3.74

不良債権比率�
�
部分直接償却を�
実施した場合の�
不良債権比率�

（参考）�

金融再生法開示債権

十分な引当を行い、健全性の確保に努めています。

不良債権の状況はどうなっていますか？

1兆�
7,914億円�
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再生中の温泉街�

トーホーなら   いーな�

トーホー   クイック�

地域経済活性化への取組み

経営支援・事業再生
�

　全行的な「改善運動」の実施により経営

支援の取組み強化を図るとともに、様々な

事業再生支援の手法を活用し事業再生・地

域再生に向けた活動を積極的に展開して

おります。�

　特に、会津東山温泉の三旅館を統合し一

体再生を図るという手法は、一旅館という

「点」での再生にとどまらず、温泉街を「面」

で再生しようとするもので全国初の取組み

です。�

�

創業・新事業支援
�

　政府系金融機関との連携・ネットワーク強化、また、県内大学や各地商工会議所との業務連携推進等

を図るとともに、産業クラスターサポート会議への継続参加による各種情報の提供等、創業・新事業支

援への取組みを強化しております。�

　また、当行が出資している東北グロースファンドへ県内ベンチャー企業等を紹介していくことで、地

場企業の育成・支援に努めております。�

�

私募債・シンジケートローン
�

　企業が発行する社債の元利金支払を銀行が全額保証し、総額を引き受ける「銀行保証付私募債」、

複数の金融機関が協調してシンジケート団を組成し、単一の契約に基づき同一の条件で融資を行う「シ

ンジケートローン」等、お客さまの多様化する資金ニーズに積極的に取組んでおります。�

�

ビジネスローンプラザ
�

　「ビジネスローンプラザ」では、福島県内の中小企業・個人事業者の方々のご相談に、電話・FAX・イ

ンターネットでお応えするため、専門スタッフを配置しています。ご融資のご相談や、ご商売の計画な

ど専門のスタッフがスピーディーにお応えしています。�

　ご商売をなさっている方なら当行とお取引のある方はもちろんお取引のない方のご相談もお受け

しています。�

　お客様のご商売がさらに繁盛されますように

当行は地元の中小企業・個人事業者の皆さまを

応援します。�
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※お電話は各店の営業時間内に承ります。�
※平日15：00以降と土・日曜日は相談業務のみとなります。�
※祝日および12月31日～1月3日、5月3日～5月5日は休業
とさせていただきます。�
※ただし、12月31日～1月3日、5月3日～5月5日のいず
れかの日が土・日曜日に重なった場合を除き、祝日と土・
日曜日が重なった日は営業いたします。�

ローン　は　トー　ホー�

○お気軽にご相談ください 店名 営業時間�

ローンプラザ福島支店�

ローンプラザ須賀川支店  �

ローンプラザ会津支店�

郡山ローンセンター（新さくら通り支店内）�

白河ローンセンター（新白河支店内）�

いわきローンセンター（いわき鹿島支店内）�

月～金曜�
10：00～18：00

土・日曜�
10：00～16：00

月～金曜�
  9：00～17：00

●ローンプラザ福島

地域のお客さまの利便性向上に向けた取組み

個人向けローン専門店
�

　質の高いローンサービ

スをより多くのお客さまに

ご利用いただけるよう、福

島県内の各主要都市にロ

ーン専門店を設置し、平日

の営業時間を延長するとと

もに、土曜日・日曜日も営業

しております。また、住宅ロ

ーンをはじめ様々なローン

に精通したスタッフがお客

さまのご相談をお受けいた

します。�

�

�

�

�

�

�

�

�

インターネット投資信託サービス
�

　インターネット投資信託サービスは、投資信託の購入・解約や積立投信の新規・変更などのお取引が、

パソコンからの簡単な操作でご利用いただける個人のお客さま向けの便利なサービスです。�

　ご自宅で24時間※日々変動するファンドの運用損益をタイムリーにご確認いただき、ご自分のペー

スでじっくりと資産運用をご検討のうえ、投資信託をお取引いただけ、購入にかかる手数料も窓口より

おトクとなっております。�

※一部メンテナンス時間（原則、午前3時～午前5時）を除きます。�

�

証券仲介業務
�

　平成17年10月より野村證券と提携し、証券総合口座の開設や外国債券の売買を仲介する証券仲

介業務に参入しました。平成19年4月には、本店営業部･郡山支店・会津支店に加え、平支店での取扱

いを開始しました。�

　また、「株券の電子化」に伴う株券預かりのご案内も行っております。�
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CSR（企業の社会的責任）への取組み

尾瀬紀行�
�
　平成18年5月より群馬銀行、第四銀行及び興銀第一ライフ・アセット

マネジメントと共同で、それぞれが収受した信託報酬の一部を財団法人

尾瀬保護財団へ寄付を行い、財団を通じて尾瀬保護地区の自然環境保

護に貢献する投資信託の設定・販売を開始しました。�

　当行におけるCSRとして尾瀬の自然環境を後世まで末永く守り続け

ることにより、地域社会の発展と全国的にも知名度の高い尾瀬の自然を

愛する多くの皆さまのために貢献してまいります。�

環境融資等への取組み�
�
　平成19年3月に三菱東京ＵＦＪ銀行と「環境融資等に関する業務協力協定」、5月にみずほコー

ポレート銀行と「地域社会貢献融資に関する業務協力覚書」をそれぞれ締結し、各行との情報交換

と協調体制をとおして環境融資への取組みを積極的に展開してまいります。

　平成19年1月よりＣＳＲの向上に取組まれているお客さまに対して、東邦・スーパー

ローンおよび銀行保証付私募債の金利を最大0．2％優遇するサービスを開始しました。

地域社会に貢献する活動を積極的に支援してまいります。�

ＣＳＲへの取組みに対する金利優遇�

ＣＳＲに対する考え方�

　当行はこれまでもリレーションシップバンキング機能の発揮による地域経済への貢献、

雇用の維持、地域企業の事業再生など地域金融機関としての責務を果たすべく、積極的

な対応を行ってきました。�

　こうした中、昨今の環境問題の深刻化や県内における少子高齢化の問題等を踏まえ、「ふ

くしま」の発展とお客さまの豊かなくらしづくりのために貢献していくことが、地域社会の

一員として一層大切になってきていると考え、特に「環境面」「社会面」への取組みを強

化したＣＳＲ活動を展開してまいります。�

●環境面への取組み�
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財団法人東邦銀行文化財団の運営�
�

　（財）東邦銀行文化財団は、文化・スポーツ団体への助成

事業や、機関誌の発行などを通して、福島県内の文化・スポ

ーツ活動を幅広く支援しています。�

　また、同財団が運営する「原郷のこけし群西田記念館」で

は、こけし収集の第一人者である故西田峯吉氏の愛蔵品を

中心に、こけしや木地玩具、文献、資料等を展示しています。�
�

社会貢献者表彰制度�
�

　個々人が「良き市民」として汗を流す、個人レベルでの貢献こそが真の社会貢献活動につながるも

のであるとの考え方に立ち、当行では一人でも多くの人たちに社会貢献活動への理解と参加を促す

ため、平成5年4月「社会貢献者表彰制度」を創設し、従業員および退職者の地域社会への貢献活動を

表彰しています。�
�

「ふくしま駅伝」への協賛�
�

　福島県民総ぐるみのイベントである「ふくしま駅伝」への協賛を通して、福島県のスポーツ振興、陸

上競技の技術力向上を支援しています。�

財団法人　東邦育英会�
�

　（財）東邦育英会は、昭和58年3月に、教育の面から地域社会の発展に寄与することを目的に設立

され、返還義務のない奨学資金での支援を行い、大学進学を望む高校生を広く厚く支援しております。�

平成19年度の奨学生は、15名となっております。

「小さな親切」運動の実施�
�

　当行は、「小さな親切」運動の福島県本部事

務局を担当し、福島県内のクリーン作戦の実施や、

各団体・個人等に対する実行章の伝達、福島県

社会福祉協議会への車椅子の寄贈等、同運動の

活動や企画・運営に積極的に携わっています。�

●社会面への取組み「地域貢献活動」�
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18年度決算のご報告

●貸借対照表とは…期末における資金の運用・調達の状況等を示します。

（単位：百万円）�

企業や個人へのご
融資である「貸出
金」、債券や株式で
の運用を表す「有
価証券」、短期金融
市場での運用を表
す「コールローン」
などの資金の運用
状況を表しています。�

「預金」等、主に資
金の調達状況を表
しています。�

資産の部

負債の部

純資産の部

株主の皆さまから
のご出資である「資
本金」や、これまで
の利益の蓄えであ
る「剰余金」等を表
しています。�

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

金　　額�

�

187,295�

51,180�

2�

1,328�

13,200�

700,342�

1,854,162�

582�

9,117�

39,110�

2,153�

13,566�

8,770�

△39,010�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

2,841,804

金　　額�

�

2,566,668�

99,835�

1,180�

216�

15,000�

7,716�

45�

8,880�

508�

4,688�

8,770�

2,713,510�

�

18,684�

8,819�

8,818�

1�

88,554�

7,837�

80,717�

△180�

115,879�

11,663�

750�

12,414�

128,293�

2,841,804

第104期末（平成19年3月31日現在）貸借対照表
　科　　　目　�

（資産の部）�

現 金 預 け 金 �

コ ー ル ロ ー ン�

買 入 金 銭 債 権 �

商 品 有 価 証 券 �

金 銭 の 信 託 �

有 価 証 券 �

貸 出 金 �

外 国 為 替 �

そ の 他 資 産 �

有 形 固 定 資 産 �

無 形 固 定 資 産 �

繰 延 税 金 資 産 �

支 払 承 諾 見 返 �

貸 倒 引 当 金 �

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

資 産 の 部 合 計 �

　科 　 　 　目　 �

（負債の部）�

預 金 �

譲 渡 性 預 金 �

コ ー ル マ ネ ー�

外 国 為 替 �

社 債 �

そ の 他 負 債 �

役員賞与引当金�

退職給付引当金�

役員退職慰労引当金�

再評価に係る繰延税金負債�

支 払 承 諾 �

負 債 の 部 合 計 �

（純資産の部）�

資 本 金 �

資 本 剰 余 金 �

資 本 準 備 金 �

その他資本剰余金�

利 益 剰 余 金 �

利 益 準 備 金 �

その他利益剰余金�

自 己 株 式 �

株 主 資 本 合 計 �

その他有価証券評価差額金�

土地再評価差額金�

評価・換算差額等合計�

純資産の部合計�

負債及び純資産の部合計�
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経常費用

企業の売上原価と
同様に、預金利息
や営業経費等の費
用を表します。�

当期純利益

経常利益に、特別
損益や法人税等を
加減して算出し、
当期中の利益を表
します。�

●損益計算書とは…1年間の営業の結果、どのように利益が生じたかを示します。

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

（ご参考）
金　　額�

27�

44�

71

金　　額�

71�

�

71

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

1.�
2.
共同信託他社管理財産の取扱いはありません。�
元本補てん契約のある信託の取扱いはありません。�

（注）�

科　　　　　目� 金　　　　　額�

経常収益

企業の売上高と同
様に、貸出金利息
や各種手数料等の
収益を表します。�

�

45,768�

（36,588）�

（8,809）�

0�

11,062�

607�

1,816�

�

3,316�

（2,390）�

4,003�

3,200�

36,244�

1,129

59,254�

�

�

�

�

�

�

�

47,894�

�

�

�

�

�

�

11,360�

3�

983�

10,381�

53�

△120�

4,348�

6,100

経常利益

経常収益から経常
費用を控除したも
のです。�

第104期（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）損益計算書

第104期末（平成19年3月31日現在）信託財産残高表
　 資 　 産 　 �

有 価 証 券 �

信 託 受 益 権 �

合 計 �

経 常 収 益 �

資 金 運 用 収 益 �

（ うち 貸 出 金 利 息 ）�

（うち有価証券利息配当金）�

信 託 報 酬 �

役 務 取 引 等 収 益 �

そ の 他 業 務 収 益 �

そ の 他 経 常 収 益 �

経 常 費 用 �

資 金 調 達 費 用 �

（ う ち 預 金 利 息 ）�

役 務 取 引 等 費 用 �

そ の 他 業 務 費 用 �

営 業 経 費 �

そ の 他 経 常 費 用 �

経 常 利 益 �

特 別 利 益 �

特 別 損 失 �

税 引 前 当 期 純 利 益 �

法人税、住民税及び事業税�

過 年 度 法 人 税 等 �

法 人 税 等 調 整 額 �

当 期 純 利 益 �

　 負 　 債 　 �

金 銭 信 託 �

�

合 計 �
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グループの18年度決算のご報告（連結情報）�

連結貸借対照表
（単位：百万円）�

（平成19年3月31日現在）�

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

会社名 主要業務内容

東邦ビジネスサービス（株）

東邦不動産サービス（株）

東邦スタッフサービス（株）

東邦情報システム（株）

現金等整理精査・集配金業務�

動不動産保守管理業務�

労働者派遣管理業務�

電子計算機ソフトウェア開発業務�

子会社・子法人等

金　　額�

�

187,296�

51,180�

2�

1,328�

13,200�

700,728�

1,854,162�

582�

9,147�

39,121�

2,158�

13,597�

8,770�

△39,010�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

2,842,266

金　　額�
�

2,566,268�

99,705�

1,180�

216�

15,000�

7,789�

45�

8,915�

534�

4,688�

8,770�

2,713,113�

�

18,684�

8,819�

89,259�

△211�

116,552�

11,664�

750�

12,415�

185�

129,153�

2,842,266

　科　　　目　�
（資産の部）�

現 金 預 け 金 �

コールローン及び買入手形�

買 入 金 銭 債 権 �

商 品 有 価 証 券 �

金 銭 の 信 託 �

有 価 証 券 �

貸 出 金 �

外 国 為 替 �

そ の 他 資 産 �

有 形 固 定 資 産 �

無 形 固 定 資 産 �

繰 延 税 金 資 産 �

支 払 承 諾 見 返 �

貸 倒 引 当 金 �

�

�

�

�

�

�

�

�

�

資 産 の 部 合 計 �

　科 　 　 　目　 �

（負債の部）�

預 金 �

譲 渡 性 預 金 �

コールマネー及び売渡手形�

外 国 為 替 �

社 債 �

そ の 他 負 債 �

役員賞与引当金�

退職給付引当金�

役員退職慰労引当金�

再評価に係る繰延税金負債�

支 払 承 諾 �

負 債 の 部 合 計 �

（純資産の部）�

資 本 金 �

資 本 剰 余 金 �

利 益 剰 余 金 �

自 己 株 式 �

株 主 資 本 合 計 �

その他有価証券評価差額金�

土地再評価差額金�

評価・換算差額等合計�

少 数 株 主 持 分 �

純資産の部合計�

負債及び純資産の部合計�
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（単位：百万円）�

連結損益計算書 （平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）�

科　　　　　目� 金　　　　　額�

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

会社名 主要業務内容

東邦リース（株）

東邦コンピューターサービス（株）

東邦信用保証（株）

（株）東邦カード

（株）東邦クレジットサービス

リース業務�

電子計算機による計算業務�

信用保証業務�

クレジットカード業務および信用保証業務�

クレジットカード業務および信用保証業務�

関連法人等

�

45,682�

（36,500）�

（8,810）�

0�

11,060�

6,704�

1,807�

�

3,358�

（2,389）�

4,003�

9,545�

35,500�

1,255

65,254�

�

�

�

�

�

�

�

53,663�

�

�

�

�

�

�

11,591�

33�

984�

10,641�

187�

△120�

4,299�

107�

6,166

経 常 収 益 �

資 金 運 用 収 益 �

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）�

（うち有価証券利息配当金）�

信 託 報 酬 �

役 務 取 引 等 収 益 �

そ の 他 業 務 収 益 �

そ の 他 経 常 収 益 �

経 常 費 用 �

資 金 調 達 費 用 �

（ う ち 預 金 利 息 ）�

役 務 取 引 等 費 用 �

そ の 他 業 務 費 用 �

営 業 経 費 �

そ の 他 経 常 費 用 �

経 常 利 益 �

特 別 利 益 �

特 別 損 失 �

税金等調整前当期純利益�

法人税、住民税及び事業税�

過 年 度 法 人 税 等 �

法 人 税 等 調 整 額 �

少 数 株 主 利 益 �

当 期 純 利 益 �

※従来、子法人等であった東邦リース（株）は、関連法人等が保有していた同社株式の売却に伴い、議決権所有割合が減少したことから、
当期末より関連法人等に異動しております。�
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ご利用いただける方 ●個人のお客さまで退職金受取から3ヶ月以内の方�

預入期間
 ●1ヶ月・3ヶ月�

 ●自動継続の取扱いはできません。�

 ●お一人さま一回の利用に限らせていただきます。�
ご利用条件 ●お申込み時「退職所得の源泉徴収票」など退職金の�
 　受取額を確認できる書類（写）をご提示いただきます。�

預入金額 ●300万円以上（退職金お受取額を預入限度といたします。）�

お利息 ●1ヶ月：年3．0％、  3ヶ月：年1．2％�

●主な商品内容

［商品名］

●フィデリティ・退職設計・ファンド�
　（愛称：安心のチカラ）�
●GW7つの卵�
●DIAMワールド・リート・インカム・オープン�
　（愛称：世界家主倶楽部）�
●グローバル・ハイインカム・ストック・ファンド�

THE TOHO BANK NOW（東邦の今をお伝えします）�

Newステージサポートプラン取扱開始
�

　ご退職により新たなステージに立たれるお客さまの豊かなライフプランを応援するため、退職金専

用定期預金「Ｎｅｗステージサポートプラン」の取扱いを平成19年3月より開始しました。�

�

遺言信託・遺産整理業務の取扱開始
�

　高齢化社会の進展を背景に、相続や遺言に関するニーズが高まっていることから、平成19年2月、

住友信託銀行と代理店契約を締結し、遺言書の作成相談から遺言の執行までを行う「遺言信託」と、相

続人の代理者として遺産分割手続を行う「遺産整理業務」の取扱いを開始しました。�
�

�

投資信託取扱商品の追加
�

　平成19年5月、お客さまの幅広いニーズにお応えするため、比較的安定運用を重視したものから、

積極的に運用するものまで幅広いタイプの商品を4本追加し31商品（33本）としました。�
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株式についてのご案内

役員 （平成19年3月31日現在）�

株式についてのご案内・役員

株主名簿管理人�
事務取扱場所　東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号�
　　　　　　　日本証券代行株式会社�
　　　　　　　電話�0120 -707-843�
同 取 次 所　日本証券代行株式会社支店�

株式取扱手数料（消費税込）�
　1. 株式名義書換…………………………………… 無料�
　2. 株券の分割、汚損などによる再発行�
　　 ……………………………… 株券1枚につき210円�
　3. 不所持申出株券の交付……株券1枚につき210円�
　4. 単元未満株式の買取りおよび買増し�

…買取または買増代金に対して所定の方法で算出
した金額に消費税相当額を加えたもの�

　5. 株券喪失登録の請求�
　　 ・株券喪失登録請求……… 1請求につき8,400円�
　　 ・株券登録………………… 株券1枚につき115円�

公告掲載方法�
　福島市において発行する福島民報、福島民友および東
京都において発行する日本経済新聞に掲載いたします。
なお、決算公告および中間決算公告につきましては、銀行
法にもとづく電磁的方法により、当行ホームページの下記
アドレスに掲載いたします。�
http://www.tohobank.co.jp/invest/finan/index.html

事業年度�
　当行の事業年度は、毎年4月1日から翌年3月31日まで

の1年とします。�

株式数・株主数�
株式数　・発行可能株式総数……… 798,256,000株�

・当期末の発行済株式の総数�

 …………………………… 223,249,946株�

株主数　・当期末現在株主数………………10,845名�

配当�
　期末配当の基準日は、毎年3月31日といたします。�

　中間配当をする場合は、取締役会の決議によって、

毎年9月30日を基準日として配当いたします。�

　配当金のお受取りには、当行本支店の預金口座振込

をご指定くださいますと速くて便利です。�

定時株主総会�
　毎事業年度終了後3か月以内に開催いたします。�

定時株主総会の基準日�
　定時株主総会の議決権の基準日は、毎年3月31日と

いたします。�

単元株式数�
　当行の単元株式数は、1,000株といたします。�

（お知らせ）�
●当行では、単元未満株式の買増制度を実施しております。単元未満株式をご所有の株主さまは、その単元未満株式と併せて単元株
式数（1,000株）となる株式数を買増請求することができます。�
●単元未満株式の買増制度についてのお手続きのお問い合わせは、株主名簿管理人（日本証券代行株式会社）のフリーダイヤル�
　�0120-707-843にて承っております。なお、証券保管振替制度をご利用の場合は、お取引の証券会社にお問い合わせください。�

取締役頭取�

取締役副頭取�

常務取締役�

常務取締役�

常務取締役�

常務取締役�

常務取締役�

常務取締役�

取 締 役�

瀬 谷 俊 雄 �

北 村 清 士 �

近 藤 　 哲 �

本 柳 博 之 �

内 山 　 忠 �

佐 藤 文 隆 �

遠 藤 　 博 �

天 野 次 宣 �

武 藤 政 記 �

取 締 役�

取 締 役�

取 締 役�

取 締 役�

常勤監査役�

常勤監査役�

監 査 役�

監 査 役�

監 査 役�

佐久間　守�

高 荒 俊 勝 �

渡 辺 正 彦 �

斎 藤 　 巧 �

松 野 孝 司 �

川 崎 和 夫 �

伊佐山慎太郎�

齋 藤 信 一 �

芳 賀 　 裕 �



※本サービスは法人・個人事業主の方が対象となります。�
※本サービスのご利用には、事前のご契約と、契約手数料（5,250円）および月額基本手数料（1,050円または3,150円）が必要です。�

〈インターネットバンキング〉

〈モバイルバンキング〉

3 つ� の� 便� 利� ！！�
いつでも�
ご利用可能！！�

どこからでも�
ご利用可能！！�

インターネットから�
お申込み可能！！�

土・日など銀行が休みの日にも24時
間ご利用いただけます。�

ご自宅はもちろん、外出先や旅行先か
らもご利用いただけます。�

お申込みは〈東邦〉のホームページで。
面倒な申込書の記入や捺印は必要ございません。�

振込手数料が�
お得！！�

定期預金の�
金利がお得！！�

投資信託の�
手数料がお得！！�

窓口に比べて振込手数料が�
210円（税込）～525円（税込）も割安！！�

新規にお預け入れいただいたスーパー定期
預金は店頭表示金利＋0.1％の金利優遇!!

新規にご購入いただいた投資信託の販売
手数料の20％をキャッシュバック！！�

3 つ� の� お� 得� ！！�
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